
Japanese Practice News

© 2022 KPMG, a Taiwan partnership and a member firm of the KPMG global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a 
private English company limited by guarantee. All rights reserved.

「所得税法施行細則」第10の1条の改正
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財政部2022年2月11日付台財税字第11100522130号通達により、近年の地球の気候や社会環境の急激

な変化に伴い、災害の種類が多様化していることを踏まえ、現代社会のニーズに対応するため、財政部

は「納税義務者による納税の延期又は分割支払申請に係る細則」第2条の規定に基づき、不可抗力の災

害の適用範囲を、整合性と明確性の観点から以下のように改正しました。

修正後の条文 修正前の条文

本法第17条第1項第2号第2目の4及び第35

条に称する不可抗力の災害とは、地震、風災、

水害、干害、寒害、火災、土石流、津波、疫病、

虫害、戦争、核子災害、ガス爆発、又はその他

予期不可能、回避不可能な災害や事件で、且

つ人力で抵抗できないものに限られる。

前項の不可抗力の災害による損失の控除

について、災害発生後30日以内に、損失リスト

及び証明書類を添付の上、管轄税務機関に調

査員の派遣を申請しなければならない。

前号規定に基づく管轄税務機関への調査

員の派遣を申請していないが、その損失が事

実であることを証明する証拠を提出できる場合、

事実により認定する。

本法第17条第1項第2号第2目の4及び第35

条に称する不可抗力の災害とは、地震、風災、

水害、干害、虫害、火災及び戦争等を指す。

前項の不可抗力の災害による損失の控除

について、災害発生後30日以内に、損失リスト

及び証明書類を添付の上、管轄税務機関に調

査員の派遣を申請しなければならない。

前号規定に基づく管轄税務機関への調査

員の派遣を申請していないが、その損失が事実

であることを証明する証拠を提出できる場合、

事実により認定する。
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